令 和 3 年 4 月 > 沿岸 12 市 町 村 用 


産業 再生 特区 に よる 税制 優遇 に つい て 


へ ~ 一 定 の 要件 を 満た せ は ば 税金 の 控除 等 が 受け られ ます ~ 





】 主 ひ 優 刀 措置 

沿岸 12 市 町 相 * で 対象 と な る 事業 者 が 、2024 ( 令 和 6) 年 3 月 31 日 まで に 東日本 大 震 災 復興 特 

別 区 域 法 に 基づく 県 の 指定 等 を 受け る こと に より 、 次 の 特例 を 受け る こと が で きま す 。 (第 災 事 業者 

以外 も 可 ) ※ 洋 田町 ・ 久 慈 市 ・ 野 田村 ・ 普 代 村 ・ 田 野 畑 村 ・ 岩 泉町 ・ 宮 古市 ・ 山 田町 ・ 大 午 町 ・ 多 石 市 ・ 大 船渡 市 ・ 陸 前 高田 市 
黒字 で ある ほど お 得 に 

















































































































(1) 雇用 減税 (38 条 ) 
雇用 者 等 ペ に 対し て 給与 等 を 支給 する 場合 、 指 定 日 以後 5 年 間 、 給 与 等 支給 額 の 10% 
を 法人 税 等 の 20% を 限度 に 控除 

※ 雇用 者 等 : 2011 年 3 月 11 日 で の 被災 3 県 等 で の 「 居 住 」 又 は 「 雇 用 」 が 確認 で きる 者 












































































































































(2) 設備 投資 減税 37 条 ) ici Gk ha 
「 建 物 」、「 建 物 附 属 設 備 」、「 機 堪 ・ 装 置 」 又 は 「 構 築 物 」 を 取得 し 、 事 業 の 用 に 供し た 場合 
一 定 の 割合 で 特別 償 直 又は 税額 控 除 (法人 税 等 の 2096 相 当 額 が 限度 ) 



















































(3) 新規 立地 促進 税制 (40 条 ) 
2012 年 3 月 30 日 以後 に 新設 され た 一 定 の 要件 を 満た す 法人 に 限り 、 指 定 日 以後 5 年 間 、 
課税 を 繰延 べ 









































※ (1)、(2)、(3) は 、 年 度 ご と に いずれ か 1 つの 選択 適用 と な り ま す 。 (地方 税 と の 併用 は 可 ) 














(4) 開発 研究 用 資産 減税 (39 条 ) 
開発 研究 用 資産 を 取得 し て 開発 研究 の 用 に 供し た 場合 、 特別 償却 に 加え 、 その 償却 費 に つ 
いて 研究 開発 税制 を 適用 し 税額 控除 





















































資産 取得 と セッ ト ! (赤字 で も 固定 資産 税 は か か り ま す ) 





(5) 地方 税 の 減税 

上 記 の 国税 の 特例 の うち 、(2)、(3) 又は (4) の 指定 を 受け た 場合 に は 、 県 や 市 町 
村 で 定め る と ころ に より 、 新 規 供用 資産 に 係る 固定 資産 税 、 不 動産 取得 税 、 事 業 税 を 減免 
(※ (3) は 、 再 投資 設備 等 の 特別 償却 の 適用 を 受け る 施設 等 に 限る 。) 










































































2 対象 と な る 事業 者 
一 定 の 区 域 や で 指定 の 業種 ** を 営む 事業 者 (個人 事業 者 を 含む ) が 対象 で す 。 
| ※1 電線 道路 周辺 等 、 市 町 村 ご と に 設定 | 
| ※2 セメント 、 人 鉄鋼 、 電 子 機 机 製 造 、 輸送 用 機械 喘 具 、 医 薬品 、 情報 サ ービス 、 木材 、 環境 負荷 低 厳 」 
| エネ ルギー、 観 光 、 食 品 、 水 産 、 農 業 等 に 関連 する 業種 | 













































































3 制 記 の 詳細 及び 様式 
区 域 ・ 業 種 等 の 詳細 及び 様式 に つい て は 、 産 業 再生 特区 の ホー ムペ ー ジ を ご 確認 くだ さい 。 


女 「 岩 手 県 トッ プペ ー ジ 」 一 「 震 災 復 興 」 っ 「 な り わ い の 再 生 」 一 「 産 業 再生 特区 に よる 税制 優遇 に つい て 」 




































































【 お 問い 合わ せ 先 】 岩手 県 復興 防災 部 人 復興 くら し 再建 課 
i:019-629-6931 FAX:019-629-6944 EE-mail:AJO004@pref. iwate. jp 















































VS 
| 握 祭 額 の 計算 例 














(2019 年 4 月 1 日 以降 に 指定 を 受け 、 沿 岸 12 市 町 村 で 事業 を 実施 する 場合 ) 














支 雇用 減税 (38 条 ) の 場合 
[前 提 ] 対象 雇用 者 等 に 対す る 給与 ・ 賞 与 等 の 年 間 支 給 総額 9,000 万 円 (@300 万 円 X30 人 ) 
[計算 例 ] 9,000 万 円 X10%X 5 年 間 = 4.500 万 円 が 控除  (※ 法 人 税 等 の 20% が 上 限 ) 



















































































文 設備 投資 減税 (37 条 ) の 場合 
[前 提 ] 建物 1 億 円 、 機 械 装置 5, 000 万 円 を 取得 し 、2019 年 4 月 1 日 に 供用 を 開始 
[計算 例 ] 特別 償却 の 場合 1 億 円 X25% 十 5,000 万 円 x50%== 5.000 万 円 を 損金 算入 
税額 控除 の 場合 1 億 円 X 8% 十 5,000 万 円 X15%== 1550 万 円 が 控除 CX 法 人 税 等 の 20%% が 上 限 
※ 併 せ て 県 や 市 町 村 で 定め る と ころ に より 、 固 定 資産 税 、 不 動産 取得 税 、 事 業 税 を 減免 
(優遇 措置 の 適用 内 容 は 各 事 業者 の 状況 に より 異な り ま す の で 、 詳細 に つい て は 各 税 務 当 局 に ご 確認 くだ さい ,) 


| 手続 き の 流れ 


の 指定 ー 実施 状況 の 認定 
a 事業 の 実施 i 生 
(指定 事業 者 















































































































































優遇 措置 の 適用 
(窓口 : 各 税務 当局 ) 


(窓口 : 市 町 村 ) (窓口 : 市 町 村 ) 


| よく ある 質問 








Q1 県 の 指定 や 認定 を 受け る だ け で 優遇 措置 を 受け る こと が で きる か ? 
つ 事業 認定 後 、 別 途 、 各 税務 当局 で の 手続 き が 必要 で す 。 な お 、 優 遇 措置 の 適用 は 最終 的 に 各 税 務 当 局 
の 判断 に より ます の で 、 揮 除 額 の 計算 方 法 等 の 詳細 に つい て は 、 各 税務 当局 に 確認 願い ま 
Q2 指定 に 必要 な 申請 書 及び 認定 に 必要 な 報告 書 は 、 い つま で に 提出 すれ ば よい か ? 
つ 事業 の 指定 : 指定 を 受け た い 日 の 2 3 か 月 前 に 県 の 窓口 に 事前 相談 の うえ 、 指 定 を 受け た い 
1 か 月 前 まで に 、 市 町 村 の 窓口 に 申請 書 を 提出 願い ます 。 
(※ 資産 取得 に 係る 特例 の 場合 、 原 則 と し て 、 資産 を 事業 の 用 に 供する 前 に 指定 を 受け る 必要 が あり ます 。) 
(※ 地方 税 の 特例 を 併せ て 受け る 場合 、 税 金 の 弁 課 期日 (1 月 1 日 等 ) 以前 の 指定 が 必要 な 場合 が あり ます 。) 
つ 実施 状況 の 認定 : 事業 年 度 終了 後 、 翌 月 の 23 日 まで に 、 市 町 村 の 窓口 に 報告 書 を 提出 願い ます 。 
(※ 資産 取得 に 関す る 特例 の 場合 、 報 告 時 に 償却 資産 の 明細 書 (償却 額 は 暫定 額 で 構わ な いこ と ) の 提出 が 
必要 で す の で 、 十 分 に 余裕 を 持っ て ご 準備 牟 いま す 。) 
Q3 指定 や 認定 を 受け る 時 期 に よっ て 優遇 措置 の 内 容 は 変わ る か ? 
> 雇用 減税 に お いて は 、 指 定 の 時 期 が 税額 控除 の 総額 に 影響 する こと も あり ます の で 、 
て は 税理士 等 と ご 相談 くだ さい 















































































































































































































































































































































Q4 指定 申請 書 や 添付 書類 に か か る 記載 事項 ・ 内 容 に 変更 が ある 場合 に 手続 き は 必要 か ? 
つ 変更 が ある 場合 、 遅 帯 な く 、 そ の 旨 を 届け 出る 必要 が あり ます 。 (様式 : 県 ホー ムペ ー ジ に 掲載 ) 























Q5 新規 供用 資産 に 係る 敷地 (土地 ) に つい て 、 固 定 資産 税 及び 不動 産 取得 税 の 減免 は 適用 され る か ? 
> 県 や 市 町 村 の 定め に より 、 減 免 の 対象 と な る 場合 が あり ます の で 、 詳 細 は 各 税務 当局 に 確認 願い ます 。 





















































